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１．事業概要

（１）

① 給　水

㎥/日

㎥

② 施　設　

㎥／日

③ 料　金

＜料金表＞

※上表の金額には、消費税及び地方消費税相当額は含まれていない。

別添３－１

美馬市工業用水道事業経営戦略

団 体 名 ： 美馬市

事 業 名 ： 工業用水道事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日 平 成 29 年 7 月 3 日 契 約 水 量 4000

給 水 先 事 業 所 数 1 一 日 平 均 配 水 量 4000

水 源 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数 0

配水池設置数 0

現 在 配 水 能 力 4,100 ㎥／日 契 約 水 量 4,000

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

統括原価方式（料金算定要領等に基づく方法）により算定。
内訳は、営業費用（職員給与費、経費、減価償却費）、営業外費用（支払利息）、資産維持費（事業の施設・設備等の実体資本を維持するために
将来の事業用資産の建設、改良、再構築等に充当されるべき額）である。
料金体系は、基本料金（責任水量制）と使用料金の二部料金制としている。
責任水量制…契約水量の全部又は一部を使用しなかった場合でも、契約水量まで使用したものとみなして料金を負担する制度

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平 成 29 年 7 月 3 日

改定年月日 基本料金 使用料金 特定料金 超過料金

平成29年7月3日　～ 44円/㎥ 25円/㎥ 252円/㎥ 基本料金、使用料金、特定料金の2倍

施 設 数 管 路 延 長 2.9

千ｍ

　表流水　, 　ダム　, 　伏流水　, 　地下水　, 　受水　, 　その他



④ 組　織

＜組織体制＞

＜職員数・職種・年齢構成等＞

業務課 工務課 合計

61歳～ 人 人 人

51～60歳 人 人 人

41～50歳 人 1人 1人

31～40歳 人 人 人

～30歳 人 人 人

合計 人 1人 1人

（２）

（３） 経営分析

これまでの主な経営健全化の取組

※　経営分析に用いる指標については、総務省が毎年度公表している「工業用水道経営指標」等を参考に各団体、各施設の実情に応じて適切なものを選択すること。

料 金 収 入 　(H３０)　　　　　　　　　  ６５，１７６千円　(Ｒ１)　　　　 　　   　　６６，６８５千円

純 損 益 　(H３０)　　　　　　　　　　１８，５６０千円　(Ｒ１)　　　　 　　   　　１７，８２７千円

経 常 収 支 比 率 　(H３０)　　　　　　　　　　　　１３０．４％　 (Ｒ１)　　　　　　　 　　　　　１２８．２％

固 定 資 産 に 対 す る
建 設 仮 勘 定 の 割 合 　(H３０)　　　　　　　　　　　  　　　　０％　 (Ｒ１)　　　　　　　 　　　　　　　　 ０％

現 在 配 水 能 力 に 対 す る
契 約 率 　(H３０)　　　　　　　　　　 　 　９７．６％　 (Ｒ１)　　　　　　　 　　　　　　９７．６％

現 在 配 水 能 力 に 対 す る
施 設 利 用 率 　(H３０)　　　　　　　　　　 　 　　５．３％　 (Ｒ１)　　　　　　　 　　　　　　　６．０％

料 金 回 収 率 　(H３０)　　　　　　　　　　　  １３９．６％　 (Ｒ１)　　　　　　　 　　　　　１３６．０％

【上記の指標等を踏まえた経営分析】

平成30年度より基本給水を開始したことで料金収入が向上し、令和2年度は引き続き純利益を確保している。
安定的な料金収入による単年度損益の黒字を継続することで、累積欠損金も解消される見込みである。

水道部は業務課と工務課で組織されており、工業用水道事業会計で計上している職員は工務課１名である。

工業用水道事業は当初から水道事業と連携し、業務を行っている。
令和2年4月1日より第１加圧場、第２加圧場の電力供給会社を新電力に切替えた。

水
道
部

業
務
課

工
務
課



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

水需要の予測

料金収入の見通し

施設の見通し

組織の見通し

平成29年度に１事業所と需給契約を結び、基本水量が日量4,000㎥の基本給水を開始した。
令和元年度の年間給水量は90,773㎥、年間１月平均給水量は7,564㎥である。
令和2年9月に事業所が本格的に稼働したが、同程度で推移する見込みである。

令和元年度の料金収入は66,685,325円（税抜き）である。
令和2年度に事業所が本格的に稼働し、料金収入も同程度で推移する見込みである。

施設・設備、管路は現在の規模を維持する。

今後も、工務課職員１名を工業用水道事業会計に計上する。



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

【経営ビジョン】
「未来にわたって、安心な水を安定してお届けする水道」

【基本理念・目標】
１．持続的な健全経営を維持し、未来にわたって安心・安全な水を供給し続ける工業用水道事業であり続けます。
２．将来への負担を増やさない投資の実施、独立採算に基づいた財源計画で運営される工業用水道事業であり続けます。
３．キャッシュ・フロー経営を基本とし、緊急・災害時にも対応できる財政健全性及び透明性を確保した工業用水道事業であり続けます。
４．計画的な更新事業による運営基盤の強化を図り、将来にわたり収益基盤を維持した工業用水道事業であり続けます。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

安心・安全な水を供給し続けるため、施設・設備、管路を維持するために必要な投資を行う。

計画期間内に実施する主な投資の内容
（１）令和2年度
　No.3、No.4取水井配管工事及び電気設備工事
　税抜20,812,000円
（２）令和6年度
　第1加圧場のNo.1～4取水井の取水流量計測
　税抜8,041,275円
　計量法施行令に基づく交換。
（３）令和9年度
　第1加圧場のNo.5取水井の取水流量計測、第1加圧場の送水流量計測、取引メータ観測所の取引メータ流量計測
　税抜20,002,950円
　計量法施行令に基づく交換。
（４）令和10年度
　監視制御設備の濁度計、第1加圧場のph計
　税抜4,425,300円
　耐用年数経過のため。



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資についての検討状況等

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

計画期間中の水道料金の改定は計画しておらず、施設・設備の更新費用は自己財源と企業債によって確保する。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

今後、必要に応じてこれらの可能性について検討する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

特になし。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

特になし。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

施設・設備の長寿命化や投資の平準化については、投資・財政計画に織り込み済である。

施 設 の 共 用 化 特になし。

そ の 他 の 取 組 特になし。

（１）料金
　水道料金の基本料金部分を積算。
（２）企業債
　償還期限は耐用年数と等しくする。
　据置期間は0年とする。
　起債の充当率は95%とする。
　起債額は10万円単位とする。起債対象内事業費は消費税を含む。
　支払利息は1%と仮定。
（３）国庫補助金
　施設・設備の大規模な投資を予定していないため、補助なしと仮定して積算。
（４）繰入金
　一般会計からの児童手当繰入金を積算。

（１）委託料
　水道料金決定時の収支試算に基づき委託料を計上。
（２）修繕費
　水道料金決定時の収支試算に基づき修繕費を計上。
（３）動力費
　水道料金決定時の収支試算に基づき動力費を計上。
（４）職員給与費
　令和2年度予算の職員給与費を引き続き計上。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、
　検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。



②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

料 金 美馬市工業用水道条例（平成29年6月26日施行）で定めたばかりであり、特にない。

企 業 債
現状の金融市場は低利であるため積極的な借換えは考えていないが、新規借入れにおいては、より低利で借り入れることを起債ごとに検討す
る。

繰 入 金 「地方公営企業繰出金について（通知）」に基づき、地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費を繰り入れている。

資 産 の 有 効 活 用 等 （ * ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

現状は１年ものの定期預金にて運用している。
資金残高を料金収入の半年分は確保しておきたいため、流動性を確保しつつ、より高い利息が得られる商品があれば変更を検討したい。

そ の 他 の 取 組 特になし。

*　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料 複数年契約の採用により、委託料削減に努めている。

修 繕 費 現状において見込まれる修繕費は、収支計画に織り込み済みである。

動 力 費 電力自由化の動向を注視し、最適な新電力か適宜見直しを行う。

職 員 給 与 費 特になし。

そ の 他 の 取 組 特になし。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

本経営戦略は、PDCAサイクルによる進捗状況等の評価・検証を行った上で、使用者ニーズや社会環境の変化等を踏まえ、適宜修正
を行っていく。
具体的には、毎年の決算が公表された後、経営戦略の収支計画との乖離を検証し、後年に影響が出てくる場合は収支計画を修正す
る。
経営戦略の改定を行った際は、速やかに美馬市ホームページ上に公表する。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画） 税抜（単位：千円，％）

年　　　　　　度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ） 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測

１． (A) 65,176 66,685 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240
(1) 65,176 66,685 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240
(2) (B)
(3)

２． 14,351 14,381 14,418 14,339 14,339 14,339 14,339 14,138 14,137 13,088 13,088 13,088
(1) 112 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120

112 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120

(2) 14,219 14,219 14,219 14,219 14,219 14,219 14,219 14,018 14,017 12,968 12,968 12,968
(3) 20 42 79

(C) 79,527 81,066 78,658 78,579 78,579 78,579 78,579 78,378 78,377 77,328 77,328 77,328
１． 56,819 59,091 72,197 68,979 68,979 68,979 68,979 68,979 68,979 68,979 68,979 68,979
(1) 6,396 7,004 9,979 9,979 9,979 9,979 9,979 9,979 9,979 9,979 9,979 9,979

3,211 3,443 4,706 4,706 4,706 4,706 4,706 4,706 4,706 4,706 4,706 4,706

3,185 3,561 5,273 5,273 5,273 5,273 5,273 5,273 5,273 5,273 5,273 5,273
(2) 10,545 12,209 22,218 19,000 19,000 19,000 19,000 19,000 19,000 19,000 19,000 19,000

3,666 4,227 6,300 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000
574 1,303 4,927 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

6,305 6,679 10,991 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000
(3) 39,878 39,878 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

２． 4,148 4,149 4,682 4,294 4,175 4,012 3,845 3,750 3,571 3,390 3,391 3,181
(1) 4,148 4,149 4,500 4,294 4,175 4,012 3,845 3,750 3,571 3,390 3,391 3,181
(2) 182

(D) 60,967 63,240 76,879 73,273 73,154 72,991 72,824 72,729 72,550 72,369 72,370 72,160
(E) 18,560 17,826 1,779 5,306 5,425 5,588 5,755 5,649 5,827 4,959 4,958 5,168
(F) 15
(G) 465
(H) △ 450

18,560 17,826 1,329 5,306 5,425 5,588 5,755 5,649 5,827 4,959 4,958 5,168
(I) △ 22,943 △ 5,117 △ 5,729 △ 423 5,002 10,589 16,344 21,993 27,820 32,779 37,738 42,905
(J)

(K)

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 65,176 66,685 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240 64,240

(N)

(O)

(P)

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計
営 業 費 用

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

税抜（単位：千円）
年　　　　　度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ） 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測

１． 21,800 8,400 20,900 4,600

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 21,800 8,400 20,900 4,600

(B)

(C) 21,800 8,400 20,900 4,600

１． 20,812 8,042 20,003 4,426

２． 3,329 15,066 24,680 26,006 26,162 27,369 27,528 27,687 30,461 26,444

３．

４．

５．

(D) 24,141 15,066 24,680 26,006 34,204 27,369 27,528 47,690 34,887 26,444

(E) 2,341 15,066 24,680 26,006 25,804 27,369 27,528 26,790 30,287 26,444

１． 2,341 15,066 24,680 26,006 25,804 27,369 27,528 26,790 30,287 26,444

２．

３．

４．

(F) 2,341 15,066 24,680 26,006 25,804 27,369 27,528 26,790 30,287 26,444

(G)

(H) 652,100 652,100 673,900 669,481 654,416 629,736 612,130 584,917 557,548 550,920 525,221 489,078
.

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R10

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ） 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測

112 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120

112 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120

112 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

補

塡

財

源

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

資

本

的

支

出


